
 

 

 

 

 

令和４年度「経営に関する課題抽出調査」 結果報告書 
河辺雄和商工会 

 

 

本調査では、河辺雄和地区における小規模事業者が抱える経営に関する課題等について概観す

るとともに、当地区小規模事業者が求める支援内容についての調査結果である。 

 

調査概要 

調査目的 経営課題や支援ニーズ等の実態を把握し、経営発達に幅広く活用する 

調査地域 河辺雄和地区 

対象者条件 小規模事業者（会員・非会員） 

調査方法 郵送法（一部電話法、留置法） 

標本抽出方法 条件適合小規模事業者を選定の上で本調査を実施 

有効回答数 203（回答率 37.8％ 調査数 537） 

調査期間 令和 4 年 10 月 3 日（月）～10 月 20 日（木） 

調査内容 本調査：13 問 

※前回比較は、令和 3 年度調査（実施期間：令和 3 年 12 月 13 日～12 月 31 日、対象者

条件：小規模事業者 522（有効回答数 180））である。 

※前回調査と今回調査とでは調査内容が一部異なっている。 

 

 

伴走型小規模事業者支援推進事業 
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回答者の基本属性 

【性別】 

⚫ 前回調査より女性が 1.9 ポイント増加している。 

 

 

（n＝203） 
 

性 別 人 数    割 合    

男性 170 人 83.7％ 

女性 33 人 16.3％ 

【年齢】 

⚫ 代表者の年齢は 60 代、70 代が多い。 

⚫ 平均年齢は 63.8 歳（前回調査より 2.6 歳

上昇）。 

 

 

 

 

 

 

 

（n＝203） 

【年代別回答数】 

⚫ 年代別回答数では男女とも 70 代以上が最も多かった。 

 

（n＝203） 

年 代 全 体   男性 女性 

30 代 11 人 8 人 3 人 

40 代 32 人 27 人 5 人 

50 代 46 人 37 人 9 人 

60 代 53 人 47 人 6 人 

70 代以上 61 人 51 人 10 人 

3 5 9 6 108

27

37 47

51

0人

10人
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70人

30代 40代 50代 60代 70代以上

年代別回答数

男性

女性

30代 5.4%

40代

15.8%

50代

22.7%60代

26.1%

70代以上

30.0%

年 齢

男性

83.7%

女性

16.3%

性 別

年 代 人 数    割 合    

30 代 11 人 5.4％ 

40 代 32 人 15.8％ 

50 代 46 人 22.7％ 

60 代 53 人 26.1％ 

70 代以上 61 人 30.0％ 
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回答者の企業情報 

【事業形態】 

⚫ 個人事業主が 53.7％と全体の半数以上を占め

ている。 

 

 
 

 

 

 

 

（n＝203） 

 

【業種】 

⚫ 卸売・小売業が 31.0％と最も多かった。 

⚫ 農林漁業が前回調査より 1.1 ポイント増加し

ている。 

 

                    （ｎ=203） 

業  種 事業所数 割 合 

卸売・小売業 63 社 31.0％ 

建設業 51 社 25.1％ 

サービス業 51 社 25.1％ 

飲食店・宿泊業 12 社 5.9％ 

製造業 12 社 5.9％ 

農林漁業 9 社 4.4％ 

運輸業 3 社 1.5％ 

情報通信業 2 社 1.0％ 

【従業員数】 

⚫ 従業員数５人以下で 79.3％を占め、0 人は 25.1％あった。 

 

（n＝203） 

従 業 員 数 事業所数 割 合 

従業員数 0 人 51 社 25.1％ 

従業員数 1 人 46 社 22.7％ 

従業員数 2 人 27 社 13.3％ 

従業員数 3 人 15 社 7.4％ 

従業員数 4 人 11 社 5.4％ 

従業員数 5 人 11 社 5.4％ 

従業員数 6 人以上 42 社 20.7％ 

個人

53.7%法人

44.3%

その他

2.0%

事業形態

0人

25.1%

1人

22.7%

2人 13.3%

3人 7.4%

4人 5.4%

5人 5.4%

6人以上

20.7%

従業員数

事 業 形 態 事業所数 割 合 

個人事業主 109 社 53.7％ 

法人（株式、有限、合資等） 90 社 44.3％ 

その他（農事組合法人等） 4 社 2.0％ 

 

 

卸売・小売業

31.0%

建設業

25.1%

サービス業

25.1%

飲食店・宿泊業

5.9%

製造業5.9%

農林漁業4.4%

運輸業1.5%
情報通信業1.0%

業 種
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事業所経営について 

Q1．事業経営で今一番困っている事は何ですか？  

⚫ 「②売上・利益の減少」との回答が最も多く、前回調査より 5.7 ポイント増加している。 

⚫ 次に「①人材不足・人材確保」との回答が多く、前回調査より 3.8 ポイント増加している。 

⚫ 今回、新たに調査項目に追加した「③原油・原材料の価格高騰」は 3 番目に多くなっている。 

 

 
（その他記述回答）                                     （n＝203） 

先行き不安、自身の体調、気力・体力の衰え、設備の老朽化、顧客の高齢化 

 

Q2．コロナ禍や原油価格・物価高騰を乗り越えるために行った取り組みは何ですか？   

⚫ 「⑥価格見直し」と回答された方の内、小売業が最も多く、次いで建設業、製造業と続いてい

る。 

 
（その他記述回答）                             （複数回答可：n＝327） 

 経費削減、利用者ニーズの変化への対応、原点回帰、御用聞き、特になし 

3.4%

9.4%

1.5%

4.9%

2.0%

18.7%

37.4%

22.7%

無回答

⑦その他

⑥資金調達（資金繰り）

⑤後継者問題

④部品・材料の調達難

③原油・原材料の価格高騰

②売上・利益の減少

①人材不足・人材確保

Q1.事業経営で今一番困っていること

34件(10.4%)

35件(10.7%)
17件(5.2%)

12件(3.7%)

4件(1.2%)

7件(2.1%)

22件(6.7%)

54件(16.5%)
11件(3.4%)

18件(5.5%)

51件(15.6%)

46件(14.1%)

16件(4.9%)

無回答

⑫その他

⑪情報収集強化

⑩情報発信強化

⑨ITの利活用強化

⑧広告宣伝強化

⑦仕入先見直し

⑥価格見直し

⑤高付加価値商品・サービスの拡充

④新商品・新サービスの開発

③生産性向上・業務効率化の改善

②新規顧客開拓

①販売エリア拡大

Q2.コロナ禍や原油価格・物価高騰を乗り越えるために行った取り組み



 

  4 

 

Q3．今後、商工会に相談したいことは何ですか？  

⚫ 「④補助金・助成金申請」との回答が最も多く、前回調査より 1.6 ポイント増加している。 

⚫ 「⑭人材確保・人材育成」との回答が前回調査より 8 ポイント増加し、2 番目に多い回答とな

っている。 

⚫ 「①融資・資金調達」との回答が前回調査より 6.6 ポイント減少している。 

 

 
（複数回答可：n＝351） 

（その他記述回答） 

 困ったことがあれば適宜 

 

 

 

 

 

 

 

24件(6.8%)

7件(2.0%)

2件(0.6%)

6件(1.7%)

11件(3.1%)

45件(12.8%)

5件(1.4%)

18件(5.1%)

9件(2.6%)

3件(0.9%)

6件(1.7%)

10件(2.8%)

10件(2.8%)

12件(3.4%)

19件(5.4%)

77件(21.9%)

30件(8.5%)

36件(10.3%)

21件(6.0%)

無回答

⑱その他

⑰リスク管理（ＢＣＰ作成）

⑯各種共済斡旋

⑮労働保険（労災・雇用保険）

⑭人材確保・人材育成

⑬経営改善計画作成（経営安定）

⑫事業承継

⑪農商工連携・6次産業化

⑩経営革新計画策定

⑨事業再構築

⑧ICT関連

⑦生産性向上・業務効率化

⑥新商品・新サービス開発

⑤販路拡大

④補助金・助成金申請

③経理・記帳指導

②決算等税務指導

①融資・資金調達

Q3.今後商工会に相談したい内容
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Q4．農商工連携・６次産業化でどのような問題・課題がありますか？ 

（Q3 で⑪と回答した方）  

⚫ 上記 Q3 で⑪と回答した方は、卸・小売業や専門技術サービス業、建設業となっている。 

⚫ 「②施設・機械の整備・調達」との回答が 20.0%と最も多くなっている。 

⚫ 次いで、「③技術・ノウハウの習得」・「⑦農産物の供給体制の維持・拡充」が 2 番目に多くな

っている。 

 

 
（複数回答可：n＝25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0件(0.0%)

2件(8.0%)

0件(0.0%)

2件(8.0%)

4件(16.0%)

3件(12.0%)

3件(12.0%)

1件(4.0%)

4件(16.0%)

5件(20.0%)

1件(4.0%)

⑪その他

⑩資金調達（運転・設備）

⑨経営管理・組織運営

⑧連携して事業に取組む事業者とのマッチング

⑦農産物の供給体制の維持・拡充

⑥販路の開拓・集客

⑤商品・サービスの企画・開発

④労働力の確保

③技術・ノウハウの習得

②施設・機械の整備・調達

①事業計画の作成

Q4.農商工連会・６次産業化における問題・課題
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事業計画策定について 

Q5．事業計画を策定したことがありますか？  

⚫ 半数以上が事業計画を「策定したことが無い」と回答している。 

 

 
（n＝203） 

 

Q6．事業計画を策定してどのような効果がありましたか？（Q5 で①と回答した方）  

⚫ 「①経営方針と目標が明確になった」との回答が 22.9%と最も多くなっている。 

⚫ 次いで、「②自社の強み・弱みを認識できた」、「④金融機関から信用が得られた」の順である。 

（複数回答可：n＝105） 

（その他記述回答） 

 規模拡大、株主への説明、事業意欲の向上 

3.4%

30.5%

37.9%

28.1%

無回答

③策定したことがない・してみたい

②策定したいとは思わない

①策定したことがある

Q5.事業計画を策定したことがありますか？

6件(5.7%)

4件(3.8%)

3件(2.9%)

7件(6.7%)

10件(9.5%)

9件(8.6%)

4件(3.8%)

14件(13.3%)

9件(8.6%)

15件(14.3%)

24件(22.9%)

無回答

⑩その他

⑨特に効果はなかった

⑧社内の意識醸成に繋がった

⑦販路開拓のきっかけとなった

⑥資金繰りの状況が把握できた

⑤取引先との交渉や連携に役立った

④金融機関から信用が得られた

③新事業立ち上げ（新分野進出）の参考となった

②自社の強み・弱みを認識できた

①経営方針と目標が明確になった

Q6.事業計画を策定してどのような効果がありましたか？

（Q5で①と回答した方）
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Q7．事業計画を策定したいと思わない理由はなんですか？（Q5 で②と回答された方）  

⚫ 「②現状維持ができればよいため」との回答が 32.5%と最も多くなっている。 

⚫ 次いで、「⑤特段『計画』などは不要と思うため」、「⑨廃業を考えているため」の順となっている。 

 
（その他記述回答）年齢の問題があるため                       （n＝77） 

 

事業承継（将来）について 

Q8．事業承継の意向について  

⚫ 「①事業承継したい・検討している」との回答の内、Q3 で商工会へ「⑫事業承継」について相

談したいと答えた方は 16.9%あった。 

⚫ 「①事業承継したい・検討している」と回答された方の内、個人事業は 40.0%、法人は

56.9%、その他 3.1%であった。 

⚫ 「②廃業を検討」と回答された方の内、Q3 で商工会へ「⑫事業承継」について相談したいと答

えた方は 2.0%であった。 

⚫ 「②廃業を検討」と回答された方の内、個人事業は 77.1%、法人は 22.9%であった。 

 
（n＝203） 

3.9%

2.6%

16.9%

0.0%

2.6%

10.4%

16.9%

3.9%

7.8%

32.5%

2.6%

無回答

⑩その他

⑨廃業を考えているため

⑧内情が知られてしまうため

⑦効果に懐疑的なため

⑥事業環境が激しく先が見通せないため

⑤特段「計画」などは不要と思うため

④経営内容を熟知していればよいため

③時間的な余裕がないため

②現状維持ができればよいため

①作成方法が分からない

Q7.事業計画を策定したいと思わない理由は何ですか？

（Q5で②と回答した方）

2.0%

42.4%

23.6%

32.0%

無回答

③未検討

②廃業を検討

①事業承継したい・検討している

Q8.事業承継の意向について
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Q9．後継者・候補者について （Q8 で①と回答した方）  

⚫ 「⑤第三者への譲渡・売却・統合」と回答したのは全て法人であった。 

 

 
（n＝65） 

 

 

Q10．相手先企業（譲渡・売却・統合：M＆A）の探し方について  

（ Q9 で⑤と回答した方） 

⚫ 「②商工会に依頼」、「⑦同業他社等に依頼」となっている。 

 

 
（n＝3） 

 

 

 

13.8%

4.6%

1.5%

10.8%

9.2%

60.0%

⑥候補者未定

⑤第三者への譲渡・売却・統合（M＆A）

④社外人材（外部人材）

③子・親族以外の役員・従業員

②子以外の親族

①子

Q9.後継者・候補者について（Q8で①と回答した方）

33.3%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

33.3%

0.0%

無回答

⑧その他

⑦同業他社等に依頼

⑥取引先等に依頼

⑤専門機関に依頼

④税理士等に依頼

③金融機関に依頼

②商工会に依頼

①独自に探す

Q10.相手先企業の探し方について

（Q9で⑤と回答した方）
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Q11．事業承継したい理由（ Q8 で①と回答した方） 

1 位：従業員の雇用を守りたい   2 位：取引先との関係を維持したい 

3 位：会社・事業に将来性がある、技術・ノウハウを承継したい 

⚫ 「④技術・ノウハウを承継したい」と回答された方の内、理美容等のサービス業が 30.8%、建設

業が 23.1%、農林業 15.3%、飲食業・卸小売業・製造業・運輸業が各 7.7%であった。 

（その他記述回答）                            （複数回答可：n＝105） 

・地域に同様のサービスを提供する事業所がないため 

・お客様のため 

Q12．廃業予定年齢は？（ Q8 で②と回答した方） 

1 位：未定  2 位：70-75 歳未満  3 位：65-70 歳未満 

⚫ 「⑦未定」と回答された方の内、30-40 代が 10%、50-60 代が 30%、70 代以上が 60%

であった。 

（n＝48） 

12件(11.4%)

3件(2.9%)

11件(10.5%)

5件(4.8%)

13件(12.4%)

22件(21.0%)

13件(12.4%)

26件(24.8%)

無回答

⑦その他

⑥社会的意義がある

⑤企業文化・理念を残したい

④技術・ノウハウを承継したい

③取引先との関係を維持したい

②会社・事業に将来性がある

①従業員の雇用を守りたい

Q11.事業承継したい理由

（Q8で①と回答した方）

4.2%

41.7%

4.2%

10.4%

16.7%

14.6%

6.3%

2.1%

無回答

⑦未定

⑥80歳以上

⑤75-80歳未満

④70-75歳未満

③65-70歳未満

②60-65歳未満

①60歳未満

Q12.廃業予定年齢は？（Q8で②と回答した方）



 

  10 

 

Q13．「廃業を検討」または事業承継について「未検討」の理由 

（ Q8 で②または③と回答した方） 

⚫ 「①元々自身の代で廃業予定」と回答された方が最も多くなっている。 

⚫ 次いで、「⑥事業承継はまだ先のことと考えている」が多くなっている。 

           （複数回答可：n=161）                                               

 

商工会について 

商工会にご要望等がありましたらお聞かせください  

⚫ インボイス制度について相談したい。 

⚫ 地域の防災面を共に考えていきたい。 

⚫ 補助金・助成金などについては、以前のようなコロナ休業協力金など、新しく発生するものは

お知らせ願いたい。 

⚫ 補助金や助成金の情報が欲しい。 

⚫ 本年は不作であったため、来年にかけたい。良い方法があれば指導願いたい（農産物生産・

小売業）。 

⚫ 事業承継は未検討ではあるが、会社は代々引き継いで行かねばならないと思っている。 

⚫ 様々なことで相談にのって頂きありがたい。引き続き相談にのっていただきたい。 

⚫ 働き方改革により、従業員の年次有給休暇が多くなったのと、労働時間の短縮などで営業

時間を短くして対応している。 

⚫ 円満廃業を望んでいる。年齢や病気等で働けなくなるまでは頑張る予定なのでアドバイスを

お願いしたい。 

⚫ 主に税務関係で指導いただいているが、別分野でも今後お世話になるかもかもしれない（今

のところ、現状維持で精一杯ですが）。 

8件(5.0%)

8件(5.0%)

11件(6.8%)

7件(4.3%)

39件(24.2%)

8件(5.0%)

8件(5.0%)

17件(10.6%)

8件(5.0%)

47件(29.2%)

無回答

⑨その他

⑧現経営に問題はないが会社・事業の将来性が見通せない

⑦技術等の引継ぎが困難

⑥事業承継はまだ先のことと考えている

⑤業績が悪化

④事業用資産が老朽化

③後継者が見つからない

②従業員の確保が困難

①元々自身の代で廃業予定

Q13.「廃業を検討」・事業承継について「未検討」の理由

（Q8で②または③と回答した方）
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本調査は、河辺雄和地区小規模事業者の経営課題や支援ニーズ等の実態を把握し、経営発達に幅広く活

用する目的で調査されたもので、以下調査内容を総括する。 
 

１．事業経営で今一番困っていること 

「売上・利益の減少」との回答が昨年よりも多く見られた。中小企業を取り巻く環境は、２年半に及ぶ感染

症の流行や原油・原材料価格の高騰、部材調達難、人材不足といった供給面の制約もある中で、引き続き厳

しい状況にある。中小企業・小規模事業者の業況や業績は感染症流行直後において多くの業種で急激に悪

化した状態から、穏やかな回復傾向にあるものの、依然として感染症流行前の水準まで回復していない業種

も多いと思われる。 
 

２．雇用環境について 

依然として人手不足の状況が続いていることや、特に感染症の影響を受けた「宿泊業・飲食サービス業」、

「生活関連サービス業、娯楽業」においては、いまだ雇用者数が戻っていない様子が明らかになっている。今

後は感染症だけではなく、多様なリスクがもたらす影響により、厳しい経営環境が続く可能性もある中で、中

小企業・小規模事業者においては、さまざまな経営課題に対応することが求められている。 
 

３．感染症や物価高騰への対応策について 

「価格見直し」、「生産性向上」、「新規顧客開拓」が上位を占めた。感染症下において、中小企業・小規模事

業者を取り巻く環境は大きく変化した。こうした中で、自社が競争優位に立てる事業領域へ進出することが

必要となる。中小企業政策・事業再構築は足下の事業継続だけでなく、事業の成長にも寄与する観点からも

重要である。事業再構築の実施状況について分析した結果は、実施した企業の大半が「売上面での効果が既

にある」、または「見込まれる」としている。事業環境が大きく変化する中で、事業再構築の実施を検討するこ

との重要性が示されている。 
 

４．商工会に相談したい内容について 

「補助金・助成金申請」、「人材確保・人材育成」、「決算等税務指導」が上位を占めている。今後の中小企業・

小規模事業者においては「経営力そのもの」が大きく問われており、経営者自らが環境変化を踏まえて経営

課題を冷静に見極め、迅速果敢に対応・挑戦する「自己変革力」が求められている。 

経営者自身が自己変革を進めるためには、商工会・支援機関との対話を通じて、経営課題を設定することが

重要である。そのためには、第三者である商工会・支援機関が経営者との信頼関係を築き、対話を重視した

伴走支援を行うことが有効であると考えられる。 
 

５．６次産業化における問題・課題について 

「施設機械の整備調達」、「技術ノウハウの習得」、「農産物の供給体制維持拡充」が多くなっている。第３期

秋田県６次産業化推進戦略（令和4年～令和7年）で指摘された現状と課題は、①設備投資が必要で、加工技

術や販売ノウハウの習得は負担が大きい、②本県では原料供給にとどまり、県外での加工が多い、③販売力

が弱く、事業の継続や拡大が進展しづらいとなっている。調査結果における問題・課題を解決しながら将来

的には農業経営体、食品事業者、販売事業者等の連携によるサプライチェーンの構築や首都圏や海外の消費

者ニーズを捉えた魅力ある商品の生産・供給が重要と思われる。 
 

６．事業計画の作成の有無に関して 

「策定したことがない・してみたい」との回答が30.5％あった。その一方で「作成方法が分からない」、「事

業環境が激しく先が見通せない」、「効果に懐疑的」が全体の約15％あることから、商工会・支援機関などの

支援者側においては、事業計画策定の効果や策定方法について、より分かりやすい形で情報提供等を行な

っていく必要があると考えられる。 
 

７．事業承継について 

内部昇格・外部招聘・Ｍ＆Ａ等が約26％となっている。また、「廃業を検討している」が、約24％となって

いる。「Ｍ＆Ａの増加」、「廃業の増加」は、たしかに事実としてあるが、言い方を変えれば、親族内承継が減少

しており、今後さらに減少の一途をたどると考えられる。その理由として①こどもの数（後継者）の減少、②

ネット普及による後継者の選択肢の多様化、③中小企業の業績低下による魅力の減少が挙げられる。しかし

ながら、経営承継円滑化法の特例措置の提出期限が2024年3月末に差し迫っていることもあって、事業承

継は激増するものと思われる。  
 

 以上、感染症が予想以上に長引き、中小企業・小規模事業者を取り巻く環境は厳しさを増している。しか

し、このような中にあっても、事業環境の変化に即応して自社の事業領域を明確化し、戦略的経営を実践し

ていくためには、事業者が直面する経営課題に対して事業者に寄り添って継続的に実施する伴走型支援が

今後増々商工会に求められているものと考えられる。 

総括コメント：まとめ 


